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 新たな地域医療構想の策定にあたってのガイドラインは令和７年度中に国から
示される予定のため、県で新たな地域医療構想に関する本格的な議論を開始す
るのは令和８年度からとなる。

 令和７年度は現行の地域医療構想の最終年度であるため、「現行の地域医療構
想の振り返り」を実施することとしたい。



○ 「神奈川県地域医療構想」では、「地域医療構想における３つの取組」と
して次の項目を掲げている。

１. 将来において「不足する病床機能の確保」及び「連携体制の構築」
２. 地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の充実
３. 将来の医療提供体制を支える医療従事者の確保・養成

○ そこで、上記３つの柱ごとに振り返りを実施していく。

○ 本資料では「３.将来の医療提供体制を支える医療従事者の確保・養成」に
ついて振り返りを実施する。

２. 現行の地域医療構想の振り返り
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３. 現行の地域医療構想（医療従事者の確保・養成）の取組・成果
〇 県のこれまでの取組と成果について、次の項目ごとに次ページ以降で整理
していく。
【医師の確保・養成】

① 医師養成課程を通じた医師の確保・偏在対策
② 臨床研修医及び専攻医の確保

【看護職員の確保・養成】
③ 看護職員の確保／専門性の高い看護職員の養成・確保
④ 訪問看護の充実

【歯科関係職種及び薬剤師の確保・養成】
⑤ 歯科関係職種及び薬剤師の確保・養成

【勤務環境の改善】
⑥ 医療従事者の勤務環境改善の取組
⑦ 「医師の働き方改革」への対応
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① 医師養成課程を通じた医師の確保・偏在対策
【取組】

○ 県内４大学医学部に臨時定員増として、修学資金の貸与と併せ県内への一定期間の
従事を要件とする「地域枠」を設置するとともに、自治医科大学による医師の養成を
実施

○ 医師の偏在対策を進めるため、地域枠医師や自治医科大学卒業医師の配置方針の見
直しを実施するほか、横浜市立大学に寄附講座を設置

○ 地域枠や自治医科大学の医学生・医師のキャリア形成を支援するため、県が設置す
る「地域医療支援センター」にキャリアコーディネーターを配置

○ 高校生等を対象とした地域枠や自治医科大学の魅力を発信する合同説明会を実施
【成果】

○ 地域枠医師や自治医科大学卒業医師の派遣を通じて、医師の確保・偏在対策に寄与
した。

【医師の確保・養成】

３. 現行の地域医療構想の取組・成果

4



5

【医師の確保・養成】

３. 現行の地域医療構想の取組・成果

② 臨床研修医及び専攻医の確保
【取組】

○ 臨床研修医の確保を図るため、関係団体や県内の臨床研修病院等と連携し、医学生
に向けた合同説明会の開催

○ 臨床研修病院の募集定員の配分にあたり、医師の確保を特に図るべき区域に多く配
分するルールの設定

○ 専攻医の確保を図るため、医師不足診療科の魅力を発信するとともに、関係団体や
専門研修プログラム基幹病院と連携し、臨床研修医や医学生等を対象とした合同説明
会等の開催

【成果】
○ 臨床研修医は募集定員に対する採用数はいわゆるフルマッチとなるとともに、専攻
医の採用数も増加傾向となっており、医師の確保や偏在対策に寄与した。



【参考】医療施設従事医師数の推移

（出典）医師数：厚生労働省「医師･歯科医師･薬剤師統計」
人口：総務省「人口推計」「国勢調査」

 本県の医師数（医療施設従事者）は年々増加
 10万人対医師数は223.0人（全国40位）と全国平均を下回っている
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【参考】人口10万人当たり医師数の推移（二次保健医療圏別）

 横浜南部及び湘南西部以外は全国値を下回っている
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（出典）医師数：厚生労働省「医師･歯科医師･薬剤師統計」
人口：総務省「人口推計」「国勢調査」
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【参考】人口10万人当たり医師数の推移（二次保健医療圏別）

 二次保健医療圏域で人口10万人当たり医師数は増加傾向
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【参考】二次保健医療圏別・医師偏在指標（令和５年度公表）

（出典）厚生労働省「医師偏在指標作成支援データ集」

 全国値を下回っており、47都道府県中の順
位は23位（医師多数でも少数でもない都道
府県）

 二次保健医療圏ごとの医師偏在指標では、
川崎南部、川崎北部及び横浜医療圏が全国
値を上回っているが、それ以外の二次保健
医療圏は全国値を下回っている
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川崎南部 347.3 16 医師多数

川崎北部 285.3 49 医師多数

横浜 260.8 65 医師多数

（全国） 255.6 ー

（神奈川県） 247.5 (23位／47) (中間)

湘南西部 238.1 84 医師多数

横須賀・三浦 235.0 87 医師多数

相模原 217.7 111 医師多数

湘南東部 202.4 150 中間

県央 187.4 198 中間

県西 177.1 226 医師少数
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【参考】地域医療対策協議会・地域医療支援センターの概要

平成27年10月
設置

平成19年度
設置

（出典）厚生労働省
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【参考】キャリア形成プログラムの概要
（出典）厚生労働省
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９年目８年目７年目６年目５年目４年目３年目２年目１年目
地域医療実践専門研修臨床研修

地域A、B群（大学病院本院以外の病院）
（医師偏在指標上、全国平均を下回る二次医療圏)

専門研修基幹施設（県内の基幹
施設、連携病院）

臨床研修病院
（県内の臨床研修病院）

県央
187.4

県西
177.1

横浜
260.8

横須賀・三浦
235.0

相模原
217.7

湘南東部
202.4

湘南西部
238.1

川崎北部
285.3 川崎南部

347.3多数区域（上位33.3％）

医師少数でも多数でもない区域

少数区域（下位33.3％）

多数区域・全国平均を下回る

【令和５年に示された
医師偏在指標での状況】

A群

B群

C群

※ 医師偏在指標は３年おきに
変更されるため、指数の変動状
況によっては派遣地域が変更さ
れる場合があります。

【参考】地域枠医師の配置方針（令和６年度見直し）
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【参考】医学部定員及び神奈川県地域枠の推移

（出典）文部科学省医学教育課調べ

（単位：人）

R7R6R5R4R3R2R1H30年度

9,3939,4039,3849,3749,3579,3309,4209,419全国

454454448443441442442442神奈川県

2525222020202020地域枠
（臨時定員増）

内数 2525252525252525地域医療枠

(14)(14)(14)(9)(7)(7)(7)(7)(他県地域枠)
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７〜９年目５〜６年目３〜４年目１〜２年目卒後年
公立・公的医療機関等勤務地域派遣地域医療研修臨床研修

勤務先

公衆衛生コース臨床コース
公立公的診療所
（週４日）

県立足柄上病院
総合診療科

（総合診療専門研修）
（週４日）横須賀市立

総合医療センター
（旧うわまち病院）

保健福祉
事務所等

公立公的
医療機関保健福祉事務所/

公立公的医療機関
（週１日）

保健福祉事務所
（週１日）

〇ローテーション（現行）
6〜9年目3〜5年目1〜2年目卒後年
地域派遣後期研修（専門研修）初期臨床研修

勤務先
公立公的医療機関県立病院等/保健福祉事務所県立足柄上病院

〇ローテーション（新）

【参考】自治医科大学卒業医師の配置方針（令和６年度見直し）
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【参考】本県における自治医科大学卒業医師等の推移

（出典）神奈川県医療整備・人材課調べ

（単位：人）

R7R6R5R4R3R2H31H30H29H28

2232222322入学者数

11811611411110910710510310098延べ入学者数

10510310098969391898684延べ卒業生

13131413131414141414在校生
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東海大学
キャリア

コーディネーター

センター長

医療対策協議会

副センター長（兼県ＣＣ）

運営委員会

事務局
（県医療整備・人材課）

事務局長、事務担当

地域医療支援センター

◆ 学生期間、臨床研修１、２年目︓大学ＣＣ（一部県CC）
◆ 専門研修１年目以降 医局入局／未入局︓大学ＣＣ／県ＣＣ

横浜市立大学
キャリア

コーディネーター

聖マリアンナ
医科大学

キャリア
コーディネーター

北里大学
キャリア

コーディネーター

神奈川県
キャリア

コーディネーター

【参考】キャリアコーディネーターの配置体制

自治医科大学
キャリア

コーディネーター
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令和７年６月８日（日）13︓00〜16︓00日時
かながわ県民センター ２階ホール
※オンライン併用会場

高校１〜３年生とその保護者対象者
111名（オンライン参加 31名）参加者数

説明者プログラム内容
保健医療人材担当課長20分地域枠に関する制度説明
保健医療人材担当課長10分自治医大に関する制度説明
県ＣＣ20分指定診療科に関する講演
県ＣＣ、県担当者10分質疑応答
各大学担当者各10分各大学説明（５大学）
各大学担当者、県担当者60分個別相談会

○ 地域枠制度や自治医科大学について理解を深めるとともに、新たなキャリア形成プログラ
ムの魅力を発信するため、高校生とその保護者を対象に、県内４大学及び自治医大と合同で
説明会を実施（令和６年度開始）

【参考】高校生向け地域枠・自治医科大学合同説明会

■令和７年度実施結果
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【参考】本県の臨床研修医・専攻医の採用状況等の推移（概要）

（出典）神奈川県調べ

（単位：人）

 臨床研修医は定員に対してほぼフルマッチ
 専攻医の採用数は増加傾向
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③ 看護職員の確保・養成
【取組】

○ 看護師等養成所の運営支援、看護師等修学資金貸付け、実習施設への支援、看護教
員の養成などを実施したほか、中・高校生向けに看護職員の資格方法等の理解を深め
る冊子等を発行し、普及啓発を実施

○ 県ナースセンターにおいて無料職業紹介や復職研修等を実施
○ 院内保育施設の運営等の取組、新人看護職員の研修実施に対する支援の実施
○ 特定行為研修の受講支援を実施

【成果】
○ 就業看護職員数は年々増加しており、平成28年から令和６年までの８年間で約１

万３千人増加し、全国第４位の増加率となった。
○ 特定行為研修修了者の就業者数が増加し、在宅医療の推進や、専門性の高い看護職
員の養成に寄与した。
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【看護職員の確保・養成】

３. 現行の地域医療構想の取組・成果



④ 訪問看護の充実
【取組】

○ 訪問看護に関する研修事業において、管理者研修、導入研修、医療機関と連携した
相互研修等を実施

○ 二次保健医療圏を基本とする地域において、訪問看護師個々の知識・技術の向上に
資する研修や同行訪問を行う訪問看護ステーション・訪問看護関係団体を「教育
支援ステーション」として位置付け、研修等に係る経費の一部を補助。

【成果】
○ 訪問看護師に必要な研修を継続的に実施することで、在宅医療に対応する看護職員
の資質向上につながったほか、訪問看護に従事する常勤換算看護職員数の増加に貢献
した。
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３. 現行の地域医療構想の取組・成果



【参考】就業看護職員数の推移
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（出典）厚生労働省「衛生行政報告例(就業医療関係者)」

 本県の就業看護職員数は年々増加しており、全国第４位の増加率
 人口 10 万人対就業看護職員数は 967.0 人であり、全国で47位
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（出典）厚生労働省「衛生行政報告例」

R4R2年度

35,93934,863 横浜

6,6947,121 川崎北部

7,3497,196 川崎南部
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6,2766,098 湘南東部

6,2236,550 湘南西部

6,9486,490 県央

3,3503,279 県西

87,76886,360 全県
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【参考】就業看護職員数（二次医療圏別）の推移
(人)

 ほとんどの二次医療圏別で就業看護職員数が増加
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【参考】看護職員の就業場所別の就業者数・推移（本県）

（参考）Ｒ２・R4・Ｒ６ 神奈川県業務従事者届より

本県の看護職の就業場所（Ｒ６）は、病院６０％、診療所１８％、訪問看護ステーション６％となっており、
直近4年間で、訪看は1.34倍、診療所は1.09倍に増加しているものの、病院は横ばいとなっている。

病院・診療所・訪問看護ステーションに就業する看護師数の推移

R2 R4 R6
その他 14,127 15,111 14,126
訪問看護ステーション 3,868 4,516 5,202
診療所 14,980 15,311 16,340
病院 53,385 52,830 53,537
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50,000
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80,000

90,000

100,000

神奈川県 看護職員 実人員数

病院 診療所 訪問看護ステーション その他

86,360 87,768 89,205

1 0.99 1.001
1.02

1.09

1

1.17

1.34

1

1.07
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0.95

1
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1.1

1.15

1.2

1.25

1.3

1.35

Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

Ｒ２の看護職員数を１とした場合の就業場所別の増減割合（神奈川）

病院 診療所 訪問看護ステーション その他
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【参考】看護師の就業場所別の就業者数・推移（全国）

（出典）Ｒ２・R4・Ｒ６ 厚生労働省 衛生行政報告例（就業医療関係者）全国

全国の看護師の就業場所（Ｒ６）は、病院６６％、診療所１４％、訪問看護ステーション７％となっており、
直近4年間で、訪看は1.46倍、診療所は1.15倍に増加しているものの、病院は横ばいとなっている。

病院・診療所・訪問看護ステーションに就業する看護師数の推移

R2 R４ R６
その他 165,696 172,613 181,511
訪問看護ステーション 62,157 70,975 91,022
診療所 169,343 179,241 194,665
病 院 883,715 888,858 895,944

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

全国看護師 実人員数

病 院 診療所 訪問看護ステーション その他

1 1.01 1.011

1.06

1.15

1

1.14

1.46

1
1.04

1.10

0.9

1

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

Ｒ２ Ｒ４ Ｒ６

Ｒ２の看護師数を１とした場合の就業場所別の増減割合（全国）

病院 診療所 訪問看護ステーション その他

1,280,911 1,311,687 1,363,142
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（参考）常勤・非常勤別の就業看護職員数（病院・訪問看護ステーション）

(人)

（出典）看護職員就業実態調査（病院）R4〜R6

36,436 39,665 36,900 
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常勤 非常勤

(人)

89％

11％

89％

11%

90％

10％

60％

40％

61％

39％

59％

41％

就業看護職員の「常勤」の割合は、病院では９割、訪問看護ステーションでは６割が常勤となっている
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【参考】離職防止の状況について

（出典）Ｒ１～Ｒ５神奈川県「看護職員就業実態調査（病院）」

本県の看護職員（常勤）の離職率は、近年14％前後で推移しており、全国平均を上回っている。

12.9 12.8
13.3

13.9 13.9

11.8 11.8 11.6
10.6

11.5

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５

神奈川県 全国

（出典）公益社団法人日本看護協会「病院看護実態調査」

常勤看護職員の離職率
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【参考】看護職員の離職率について 1年目（新卒）から5年目の主な退職理由

（出典）神奈川県「令和５年度看護職員就業実態調査（病院）」

離職理由は、１年目（新卒）から２年目では「メンタル不調」「身体の不調」、３年目以降では、「転居」や「結婚」等のライフス
テージの変化に伴う理由が主なものとなっている。

全 体
経 験 年 数

５年目４年目３年目2年目１年目

転 居転 居転 居転 居メ ン タ ル 不 調メ ン タ ル 不 調１ 位

メ ン タ ル 不 調結 婚結 婚結 婚身 体 不 調身 体 不 調２位

身 体 不 調
進 学
身 体 不 調

メ ン タ ル 不 調メ ン タ ル 不 調転 居人 間 関 係３位

妊 娠 出 産 子 育 て－進 学身 体 不 調家 族 の 健 康業 務 負 担４位

家 族 の 健 康メ ン タ ル 不 調身 体 不 調家 族 の 健 康結 婚家 族 の 健 康５位

※その他、不明の回答を除く順位
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【参考】訪問看護に従事する常勤換算看護職員数の推移

（出典）厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」

常勤換算
職員数（人）年度

3,943 R1
4,271R2
4,989R3
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 訪問看護に従事する看護職員数は年々増加
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【参考】看護職員５人以上の訪問看護ステーション数の推移

（出典）県「看護職員就業実態調査（訪問看護ステーション）」

常勤換算
職員数（人）年度

２２４R３
２７９R４
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 看護職員５人以上の訪問看護ステーション数は年々増加
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【参考】特定行為研修修了者の就業者数の推移

（出典）県「看護職員就業実態調査（病院、訪問看護ステーション）」

常勤換算
職員数（人）年度

２８６R３
３９２R４
５０５R５ 286
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505
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600
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 特定行為研修修了者の就業者数は年々増加
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⑤ 歯科関係職種及び薬剤師の確保・養成
【取組】
○ 高齢化の進展等に伴い、在宅歯科医療の需要が増えると想定されることから、歯科

衛生士や歯科技工士を確保・養成するため、関係団体の取組への補助を実施
○ かかりつけ薬剤師・薬局の機能強化、在宅医療に関する研修補助及び多職種との連

携構築・強化に関する事業を実施。また、新たに偏在指標に対する施策を検討するた
めの調査事業及び有識者による会議を実施

【成果】
○ 高校生を対象とした普及啓発や在宅歯科医療教育の実施により、歯科関係職種の確
保・養成に寄与した。

○ 在宅医療に参加する薬局の増加に寄与するとともに、偏在指標を踏まえた薬剤師確
保対策の課題が判明し、今後の対策を検討することができた。

(在宅患者訪問薬剤管理指導料の算定施設︓ 2,659施設(平成26年)→ 3,785施設(令和7年7月))
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【歯科関係職種及び薬剤師の確保・養成】

３. 現行の地域医療構想の取組・成果
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【医療従事者の勤務環境の改善】

３. 現行の地域医療構想の取組・成果

⑥ 勤務環境改善の取組
【取組】

○ 県が、「神奈川県医療勤務環境改善支援センター」を設置（平成27年１月）し、
「労務管理※」や「医業経営」に関する医療機関への支援を実施

※ 労務管理分野は労働局予算により実施

○ 地域医療介護総合確保基金を活用し、医師や看護師等の業務負担を軽減するための
ＩＣＴ機器の導入やタスク・シフト／シェアに関する経費等への補助を実施

○ セミナーの開催やペイシェントハラスメント対策に関するポスター等の医療機関へ
の配布による県民への周知を実施

【成果】
○ 勤務環境の改善や病院の経営改善を一体的かつ総合的・専門的に支援することで、

勤務環境の改善が図られた。
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【医療従事者の勤務環境の改善】

３. 現行の地域医療構想の取組・成果

⑦ 「医師の働き方改革」への対応
【取組】

○ 令和６年４月から適用が開始された勤務医の労働時間の上限規制に対応するため、
「神奈川県医療勤務環境改善支援センター」を中心に、医療機関への支援を実施

○ 地域の医療提供体制を維持していくため、関係団体や医療機関と連携した地域ワー
キンググループの開催（14地域・延べ43回）のほか、医療機関への調査の実施

○ 平常時及び救急時の受診方法や相談窓口等についての「上手な医療のかかり方」等
による県民への周知を実施

【成果】
○ 適切な宿日直許可の取得や「医師勤務時間短縮計画」の作成のほか、制度開始まで
に特例水準の取得が必要な医療機関すべてを特定労務管理対象医療機関として指定
（35医療機関）を行うことで、「医師の働き方改革」の取組の推進が図られた。



【参考】医療勤務環境改善支援センターの概要
（出典）厚生労働省

平成27年１月
設置
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【参考】医療勤務環境改善支援センター支援実績の推移

（出典）神奈川県医療整備・人材課調べ

支援件数※２

年度 合計医業経営
(県予算)

医療労務管理
(労働局予算)

14212H26年度※１

92983H27年度
46244H28年度
324(1)28(4)H29年度
748(5)66(9)H30年度
17315(6)158(7)H31/R元年度
80１79R2年度
1051194R3年度
2813278R4年度
3423339R5年度
1961195R6年度

※１ H27.1.5～H27.3.31
※２ ( )は内数で労務・経営相談会での相談件数

35



【参考】医療勤務環境改善支援センターにおけるハラスメント対策（例）
令和７年度作成ポスター
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【参考】医師の働き方改革の概要
（出典）厚生労働省
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【参考】医師の働き方改革に伴う調査等の実施状況

■制度施行前︓準備状況調査（R4.11〜R6.3︓各月）

・宿日直許可の取得状況
・自院・他院通算での勤務体制の把握状況
・特例水準の申請状況
・救急体制への影響

■制度施行後︓施行後影響調査（R6.6／R6.10︓２回）

・働き方改革による経営への影響
・働き方改革による救急医療を含む医療提供体制への影響
・周知等の効果
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４．現行の地域医療構想のうち医療従事者の確保・養成に関する評価（まとめ）

【評価（まとめ）】

○ 「神奈川県地域医療支援センター」による臨床研修医や専攻医の確保、医師養成課程を
通じた医師の確保・偏在対策等に関する取組により、本県の医療施設従事医師数の増加のほか、
地域間・診療科間の偏在対策にも寄与した。

○ 看護師等養成所への支援、修学資金の貸与、「神奈川県ナースセンター」による再就業支援、
資質向上に関する研修への受講支援などにより、就業看護師職員の増加のほか、特定行為や訪
問看護に関する看護職員の資質の向上にも寄与した。

○ 「神奈川県医療勤務環境改善支援センター」による医療機関への支援の実施等により、医療
従事者の勤務環境の改善や「医師の働き方改革」への対応が図られた。

本県では、医師の確保・養成や偏在対策、看護職員の確保・養成、勤務環境の改善などについて、
「神奈川県医療対策協議会」や「神奈川県看護職員の確保及び資質向上推進委員会」等で議論を重
ねながら取組を進めてきた。

その結果、現行の地域医療構想については、次のとおり評価できるのではないか。

これまでの取組により、医師や看護職員の確保・養成、勤務環境の改善等については、
課題はあるものの、一定の進捗が図られたのではないか。 39



５．新たな地域医療構想の策定に向けた課題について

○ 今後、生産年齢人口が急速に減少し、医療従事者の確保がますます厳しくなっていく
ことや、地域ごとに人口構造が変化することから、県のこれまでの取組について、見直
しや改善が必要な事項もあるのではないか。

【主な課題】
・ 生産年齢人口が急速に減少することを踏まえ、引き続き、医療従事者の確保を図る

とともに、タスクシフト・シェアやデジタル技術の活用など、限られた人材の効果
的・効率的な活用の更なる推進が必要ではないか。

・ 国で議論が進められている「医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ」も
踏まえながら、より一層、医療従事者の偏在対策を進めていく必要もあるのではない
か。
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【参考】国が示す新たな地域医療構想の方向性
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○ 現行の地域医療構想（医療従事者の確保・養成）の評価（まとめ）
について …【スライド39】

○ 「新たな地域医療構想」の策定に向けた課題について
…【スライド40】

〈例〉
・医師の確保・養成や地域間・診療科間の偏在対策

（専攻医の確保、医師少数区域における医師確保策）
・看護職員の確保や訪問看護の充実

（潜在看護師の活用、看護補助者の確保）
・勤務環境の改善に向けた取組

（タスク・シフト／シェア、ＩＣＴ機器の活用、離職防止） 等
○ その他（これまでの取組に対するご意見等）

６．本日ご意見をいただきたい事項
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説明は以上です。


